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１．その他業績関連資料

経営環境認識（日銀短観ソフトウェア投資）

企業のソフトウェア投資は前年度並みの高水準で堅調に推移

 大企業製造業 証券業は前年比プラスを維持 保険業は大きく修正（+8 2）

60 

 大企業製造業、証券業は前年比プラスを維持、保険業は大きく修正（+8.2）

（前年度比％） ソフトウェア投資額

12月短観 カッコ内は前回9月調査との比較

40 

12月短観 カッコ内は前回9月調査との比較

大企業・製造業 7.3 (-0.9)
大企業・非製造業 -1.3 (-2.4)
銀行業 0.0 (-2.4)
金融商品取引業（証券業） 8.8 (+2.0)
保険業 1 9 ( 8 2)

銀行業
金融商品取引業

20 

保険業 -15.9 (+8.2) （証券業）

0 

大企業・製造業大企業・非製造業
（金融機関を含まず）

40

‐20 
保険業

（金融機関を含まず）
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（出所）日銀短観（2014年12月調査）企業に対するアンケート調査に基づく



１．その他業績関連資料

連結決算ハイライト ＜第３四半期＞

（百万円）

 前年同期との比較

2014年3月期
3Q(10～12月)

2015年3月期
3Q(10～12月)

増減額 増減率

売上高 96,903 103,435 +6,532 +6.7%

営業利益 12,260 15,050 +2,790 +22.8%営業利益 12,260 15,050 2,790 22.8%

営業利益率 12.7% 14.6% +1.9P

経常利益 12,735 15,312 +2,577 +20.2%

四半期純利益 7,820 10,240 +2,420 +30.9%四半期純利益 7,820 10,240 +2,420 +30.9%
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１．その他業績関連資料

セグメント別外部連結売上高 ＜第３四半期＞

2014年3月期
3Q(10～12月)

構成比
2015年3月期
3Q(10～12月)

構成比 増減額 増減率

（百万円）

コンサルティング 6,670 6.9% 7,321 7.1% +651 +9.8%
金融ＩＴソリューション 56,387 58.2% 60,679 58.7% +4,291 +7.6%

証券業 28 275 29 2% 29 228 28 3% +953 +3 4%証券業 28,275 29.2% 29,228 28.3% +953 +3.4%
保険業 12,796 13.2% 15,203 14.7% +2,407 +18.8%
銀行業 8,387 8.7% 8,444 8.2% +57 +0.7%
その他金融業等 6,929 7.2% 7,801 7.5% +872 +12.6%

産業ＩＴソリューション 22,061 22.8% 24,537 23.7% +2,476 +11.2%
流通業 11,539 11.9% 11,905 11.5% +365 +3.2%流通業 , ,
製造・サービス業等 10,521 10.9% 12,632 12.2% +2,110 +20.1%

ＩＴ基盤サービス 9,268 9.6% 8,087 7.8% △1,180 △12.7%
その他 2 515 2 6% 2 809 2 7% +294 +11 7%その他 2,515 2.6% 2,809 2.7% +294 +11.7%

合 計 96,903 100.0% 103,435 100.0% +6,532 +6.7%

野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 21,332 22.0% 20,847 20.2% △485 △2.3%
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ｾﾌﾞﾝ&ｱｲ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 10,366 10.7% 10,231 9.9% △134 △1.3%
（注）野村ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽおよびｾﾌﾞﾝ&ｱｲ・ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ向け売上高には、それぞれの子会社に対するもの及びリース会社等を経由したものを含めています。



１．その他業績関連資料

主なセグメント別損益 ＜第３四半期＞

2014年3月期
3Q(10 12月)

2015年3月期
3Q(10 12月)

増減額 増減率

 各セグメントは内部売上高を含む （百万円）

3Q(10～12月) 3Q(10～12月)
増減額 増減率

コンサルティング 売上高 6,709 7,377 +667 +10.0%
営業利益 1,369 1,752 +382 +27.9%,369 , 5 38 9%
営業利益率 20.4% 23.8% +3.3P

金融ＩＴソリューション 売上高 56,331 60,820 +4,488 +8.0%
営業利益 6,475 8,171 +1,696 +26.2%
営業利益率 11.5% 13.4% +1.9P

産産業ＩＴソリューション 売上高 22,084 24,609 +2,525 +11.4%
営業利益 2,671 3,372 +701 +26.2%
営業利益率 12 1% 13 7% +1 6P営業利益率 12.1% 13.7% +1.6P

ＩＴ基盤サービス 売上高 28,518 27,604 △914 △3.2%
営業利益 1,038 1,291 +253 +24.4%
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, ,
営業利益率 3.6% 4.7% +1.0P



１．その他業績関連資料

サービス別連結売上高 ＜第３四半期＞

2014年3月期
3Q(10～12月)

構成比
2015年3月期
3Q(10～12月)

構成比 増減額 増減率

（百万円）

3Q(10 12月) 3Q(10 12月)

コンサルティングサービス 10,759 11.1% 12,729 12.3% +1,970 +18.3%

開発 製品販売 37 090 38 3% 34 380 33 2% △2 710 △7 3%開発・製品販売 37,090 38.3% 34,380 33.2% △2,710 △7.3%

運用サービス 46,909 48.4% 52,461 50.7% +5,551 +11.8%

商品販売 2,143 2.2% 3,864 3.7% +1,721 +80.3%

合 計 96,903 100.0% 103,435 100.0% +6,532 +6.7%
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１．その他業績関連資料

連結P/Lハイライト ＜第３四半期＞

年 期 年 期

（百万円）

2014年3月期
3Q(10～12月)

2015年3月期
3Q(10～12月)

増減額 増減率

売上高 96,903 103,435 +6,532 +6.7%売上高 , , ,

売上原価 70,018 71,985 +1,967 +2.8%

外注費 34,725 35,027 +301 +0.9%

売上総利益 26,884 31,450 +4,565 +17.0%

売上総利益率 27.7% 30.4% +2.7P

販管費 14,624 16,400 +1,775 +12.1%

営業利益 12,260 15,050 +2,790 +22.8%

営業利益率 12.7% 14.6% +1.9P
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１．その他業績関連資料

連結P/Lハイライト ＜第３四半期＞続き

年 期 年 期

（百万円）

2014年3月期
3Q(10～12月)

2015年3月期
3Q(10～12月)

増減額 増減率

営業利益 12,260 15,050 +2,790 +22.8%営業利益 , , ,

営業外損益 475 262 △212

経常利益 12,735 15,312 +2,577 +20.2%経常利益 , , ,

特別損益 － 41 +41

法人税等 4,909 5,021 +112法人税等 ,909 5,0

四半期純利益 7,820 10,240 +2,420 +30.9%
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１．その他業績関連資料

セグメント別外部連結受注高 ＜第３四半期＞

（百万円）

2014年3月期
3Q(10～12月)

2015年3月期
3Q(10～12月)

増減額 増減率

コンサルティング 5,485 5,734 +248 +4.5%

金融ＩＴソリューション 28,417 27,649 △768 △2.7%金融ＩＴソリ シ ン , ,

産業ＩＴソリューション 10,162 11,812 +1,649 +16.2%

ＩＴ基盤サービス 4,157 3,955 △202 △4.9%

その他 1,711 1,895 +184 +10.8%

合 計 49,934 51,046 +1,112 +2.2%
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１．その他業績関連資料

社員＋国内・中国協力パートナー

266

288

8 000

9,000  コンサルタント

 システムコンサルタント

N

ＮＲＩグループ社員（人）

332 357
347

320

301
266

6,000

7,000

8,000 システム ンサルタント

 アプリケーションエンジニア

 テクニカルエンジニア、など

R
I 

グ
ル
ー
プ

うち、4月新卒採用数

159 196
235

292

4,000

5,000

05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3(e)

9,289人※

（うちＩＴ技術者は約6,500人）

プ
社
員

（年度）

200

05.3 06.3 07.3 08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 14.3 15.3(e)

国内協力パートナー

 eパートナー制度の発展

中国オフショアパートナー

13地域21社 約4 500人

外注実績
（億円）

（年度）

100

150

200
 パートナー企業経営層との関係強化

etc.
パ
ー
ト

13地域21社 約4,500人

下
期

3
Q

0

50

100

基本契約会社

eパートナー 約8,500人
ナ
ー

上
期

この資料は、投資判断の参考となる情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的とするものではありません。
Copyright（C） 2015 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

0

35

個別契約会社
（年度）

※人数は2014年12月末時点



２．最近の取り組み

マイナンバー制度への対応

金融機関、事業会社に「マイナンバー登録・管理サービス」を提供

 マイナンバー登録の事務作業を代行し 顧客企業の負荷を軽減 マイナンバー登録の事務作業を代行し、顧客企業の負荷を軽減

 NRIのデータセンターで個人番号（マイナンバー）情報を一括管理し、顧客企業の
特定個人情報の漏洩リスクを極小化

NRI
共同利用型

事業会社投資家 マイナンバーの登録 マイナンバーの管理

「マイナンバー登録・管理サービス」のイメージ図

共同利用型
サービス

各事業会社
ｼｽﾃﾑ

契約者
従業員

事業会社 個人番号
個人情報 等

税当局等番号取得、本人確認等
事務手続き

個人番号・個人情報の
情報管理

個人情報、等

2014年 2015年 2016年～

マイナンバー制度の
マイルストーン ▼制度施行▼ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ提示

▼番号ｶｰﾄﾞ交付▼主務省令公布
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サービス化に向けた
NRIのスケジュール

制度動向調査
ｻｰﾋﾞｽ化検討・計画

システム開発 サービス提供



２．最近の取り組み

東洋ﾋﾞｼﾞﾈｽｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞと資本業務提携
ERP事業を強化

NRIと東洋ビジネスエンジニアリング（B-EN-G）は、
ERP事業の強化のため、資本業務提携を行うことで
合意した。

NRIは、B-EN-Gの親会社およびその他の大株主か
ら、株式840,000株（発行済株式総数の14.0%）を取
得した。

2014/12/20 日本経済新聞
B-EN-Gは、長年にわたりERPシステムの構築・導入

支援サービスを中心として事業を展開し、特に製造
業向けの生産管理システム構築で豊富な導入実績
を有しているを有している。

今般の提携により、両社のERP事業の拡大を目指
す。
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２．最近の取り組み

金融機関や事業会社向けに
「ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ登録・管理ｻｰﾋﾞｽ」を提供開始

NRIは、マイナンバー制度の施行に備え、金融機関

や事業会社に対して、「マイナンバー登録・管理サー
ビス」を提供する。

本サービスでは、制度対応に必要な現行業務の分
析に始まり、安全管理措置対策の構築、職員等の教
育・研修、マイナンバーの登録・管理にいたるまで、

連のメ を用意しており 企業は必要なサ ビ一連のメニューを用意しており、企業は必要なサービ
スを選択できる。

本サービスは大きく以下の3つに分けられる。

 特定個人情報保護を考慮した社内態勢整備の支
援

 マイナンバーの登録イナン の登録

 マイナンバーの管理・利用

この資料は、投資判断の参考となる情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的とするものではありません。
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2014/11/21  日経産業新聞



２．最近の取り組み

2020年度までのIT主要市場の
規模とトレンドを展望

NRIは、国内を中心とするICT（情報通信技術）関連
の主要5市場について、2020年度までの動向分析と
規模の予測を行った。

 ICT・メディア産業は、多くの分野で成熟期を迎える

一方、スマートフォンやタブレット端末に代表される新
世代ハードウェアの普及、それに伴うコンテンツ配信
市場やソ シ ルメデ アの成長と 部既存市場の市場やソーシャルメディアの成長と一部既存市場の
衰退、ウェアラブル端末やM2M（マシン・トゥ・マシン）

による新たな市場の形成など構造変化が起きてい
る。る。
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2014/12/5 日刊工業新聞



２．最近の取り組み

Perma Documentの新バージョンを
提供開始

NRIは、主に医薬品・医療機器業界向けの、共同利
用型文書管理システム「Perma Document」の新
バージョンの提供を開始した。

特徴的な改善点は、以下の3つである。

 Office文書を自動的にPDF化する機能の追加
で、きめ細やかなセキュリティ制御を可能にするで、きめ細やかなセキ リティ制御を可能にする

 印刷した文書の承認状況が明確になり、電子文
書と印刷物の一致に関する信頼性が向上

 複数利用者間でおこなう文書作成や更新作業の

2014/10/30 日刊工業新聞

 複数利用者間でおこなう文書作成や更新作業の
効率向上
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２．最近の取り組み

東京第一データセンターが
M&O認証を日本で初めて取得

NRIが保有する東京第一データセンター（T1DC）が、
米国の民間団体Uptime Instituteが定めたデータセ
ンターの運営基準Management and Operation 
(M&O)の認証を日本で初めて取得した(M&O)の認証を日本で初めて取得した。

この認証は、日々のデータセンターのファシリティの
運営に対して、「組織対応」「維持管理計画」「スタッフ
トレ ング 「運営ポリシ 「負荷管理 など様々なトレーニング」「運営ポリシー」「負荷管理」など様々な
観点から評価が行われる。

今回、NRIのT1DCは、極めて高得点で認証を取得し

た これは 当社のデ タセンタ 運用の能力がグ

2014/12/26 電波新聞

た。これは、当社のデータセンター運用の能力がグ
ローバル基準に照らして高い、と評価されたものと言
える。

2014/12/26 電波新聞
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２．最近の取り組み

400種類以上の情報ｼｽﾃﾑ機器に対応した
「ｾｷｭﾘﾃｨﾛｸﾞ監視ｻｰﾋﾞｽ」を提供開始

NRIセキュアテクノロジーズは、企業内の情報システ

ム機器が出力するログ情報を分析し、セキュリティイ
ンシデントを見つけ出す「セキュリティログ監視サー
ビス をグロ バルで提供開始したビス」をグローバルで提供開始した。

サービスの特徴は以下のとおりである。

 400種以上の情報システム機器のログを独自技400種以上の情報システム機器の グを独自技
術で分析し、脅威を早期に発見

 導入企業ごとに脅威を想定したサービスや、攻撃
に対する「自動防衛機能」を提供に対する 自動防衛機能」を提供

 グローバル企業のサイバーセキュリティ対策を支
援

この資料は、投資判断の参考となる情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的とするものではありません。
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３．プロジェクト事例

公文教育研究会 様公文教育研究会 様

世界48の国と地域で利用される
次世代基幹システムの構築を支援
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４．その他 - 業績予想補足説明資料

（億円）

 売上高4,050億円・営業利益530億円の収支モデル

2013年3月期
通期（実績）

2014年3月期
通期（実績）

2015年3月期
通期（1/29予想）(注)

前期比
2015年3月期

通期（前回予想）(注) 前回予想差
増減額 増減率

（億円）

売上高 3,638 3,859 4,050 +190 +4.9% 4,000 +50

売上原価 2,623 2,766 2,870 +103 +3.7% 2,830 +40
う 労務費 644 701 750 48 6 9% 750うち労務費 644 701 750 +48 +6.9% 750 －

うち外注費 1,161 1,328 1,450 +121 +9.2% 1,450 －

うち減価償却費 412 329 250 △79 △24.2% 250 －

売上総利益 1,015 1,092 1,180 +87 +8.0% 1,170 +10
売上総利益率 27.9% 28.3% 29.1% +0.8P 29.3% △0.1P

販管費 576 594 650 +55 +9 3% 640 +10販管費 576 594 650 +55 +9.3% 640 +10

営業利益 439 498 530 +31 +6.4% 530 －

営業利益率 12.1% 12.9% 13.1% +0.2P 13.3% △0.2P
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(注) 収支モデル作成のための想定値



４．その他 - コミュニケーション活動

フォーラム・説明会等

2014年11月 2015年1月

出版物

2014年11月
NRI金融ITフォーラム2014を開催

2015年1月
NRI新春フォーラム2015（東京・大阪）を開催
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2014年10月以降に出版された本の例


